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Recently, the need for employment of people with disabilities has increased due to legal developments and diversity, 
equity, and inclusion. However, the employment rate of college students with disabilities is currently lower than that of 
college students in general, and this is particularly true for students with developmental disorders. Therefore, the 
university has established career education and employment support programs for students with developmental disorders 
through collaboration among university departments. These programs aim to deepen self-understanding and 
understanding of work and enables students to make independent career choices after graduation while obtaining various 
information and experience opportunities related to employment. While each program is useful for students, ensuring that 
those involved with students work together to provide ongoing career education throughout the school years is another 
major challenge. Furthermore, it is necessary to educate companies to deepen their awareness of students with 
developmental disorders. 
 
  

1. 障障害害者者雇雇用用のの現現状状とと大大学学ににおおけけるるキキャャリリアア教教育育のの課課題題 

1.1. 障障害害者者雇雇用用のの現現状状 

 日本における障害者の権利保障、機会の均等は、2014 年の『障害者の権利に関する条約』の批准、

2021 年の『障害者差別解消法』の改正などにより整備されつつある。高等教育の場においても「障

害のある学生の修学支援に関する検討会報告（第二次まとめ）」（文部科学省,2017）、「第 4 次障害者

基本計画」(内閣府,2018）において障害学生支援の推進が掲げられており、特に、高等教育から就

職への移行支援に関しては、障害学生担当者と就職支援担当者等との連携、大学と学外支援機関や

企業との連携、多様な職業観に関する情報や機会の提供などの重要性が指摘されている。 
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ア選択が行われることが少ないと感じられる。 
長友（2022）は、先行研究を概観し、発達障害学生が就職活動の過程で直面するつまずき・困難

を「就職活動の情報取得、全体把握」「企業・職業イメージの形成」「就職活動の計画および遂行」

「自己理解（得意・不得意、職業適性）」、「文書作成」、「面接時の対応」「就職活動の見直し・修正」

の７つのカテゴリーに分類し、就職活動支援のあり方として「関係部署・関係者間の連携・協働に

よる支援」「就職活動に必要な知識の提供、構えの形成」「自己理解・自己概念形成」「就職活動の計

画・遂行と見直し」の４つに分けて論じている。また、面高ら（2017）は、発達障害学生の直面す

る問題に対し、就労支援プログラムの実践から、適切な情報と活用可能な学内外資源を伝えること

（情報伝達）、障害特性を考慮した体験的な学び（体験的理解）、自己理解を深める機会（自己理解）

が必要と指摘している。 
本学では、こうした発達障害のある学生を取り巻く現状を背景に、キャリア・奨学支援課（以下、

支援課）、障害学生支援部署（以下、支援室）、コーディネート室が連携してキャリア・就職支援を

実施する体制が構築されている（Fig.１）。キャリア教育においては、支援課と支援室が連携し、以

下の３つのプログラムを展開している。すなわち情報伝達や自己理解を主とした『キャリア形成基

礎（授業）』、自己理解と体験的理解を促す『サキドリ！！インターンシップ』（以下、『サキドリ！！』）、

障害者雇用を行っている企業や支援機関からの情報伝達である『障害のある学生のためのキャリア

ガイダンス』である。これらのプログラムは障害のある学生全般を対象としているが、本稿では、

発達障害のある学生への支援に焦点を当て、キャリア教育に携わる支援者の視点から、特に『キャ

リア形成基礎（授業）』、『サキドリ！！』の２つのプログラムの実践を振返り、今後に向けての課題

を整理する。 
 

 

Fig. 1  九州大学における障害のある学生へのキャリア・就職支援体制 
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障害者雇用の現状においては、前述の社会的情勢やダイバーシティ・エクイティ＆インクルージ

ョンの概念の拡がりに加え、改正障害者雇用促進法による障害者の法定雇用率の段階的な引き上げ

の結果、雇用が拡大しつつある。厚生労働省（2021）による障害者雇用状況の集計結果によると民

間企業に雇用されている障害者の数は 597,786 人で、前年より 19,494 人増加し 18 年連続で過去最

高を記録しており、特に精神障害者においては対前年比で 11.4％増と伸び率が顕著であった。この

ような社会状況を背景に、近年、大学においては企業等からの障害者雇用に関する求人、問合せが

増加している。 
障害学生の就職率は、大学生全般（学部卒業者）の卒業者に占める就職者の割合 74.2％（文部科

学省,2021）に比し、全障害学生は 49.7％、診断書がある発達障害学生の場合は 42.7％（日本学生支

援機構, 2022）と低いことから、発達障害のある学生の就職における困難さが指摘できる。 
このような障害学生全般の就職の困難さの背景としては、障害者の雇用がダイバーシティの積極

的な戦力として十分に捉えられていないこと(山田, 2020)や、特に発達障害学生の場合、就職時に自

身の障害特性を考慮し、必要に応じて障害者雇用を積極的に選択することが難しいこと(榎本ら, 
2018)が考えられる。したがって、多様な働き方や自己実現の在り方を踏まえ、学生自身が社会の現

状や自己についての理解を深め、主体的に進路を選択していくための支援が必要である。 

1.2. 大大学学ににおおけけるるキキャャリリアア教教育育とと課課題題 

複雑で多様化する社会を背景に、障害の有無に関わらず、キャリア教育の重要性が指摘されてい

る。中央教育審議会（1999）は、学校教育と職業生活の円滑な接続を図るため、望ましい職業観・

勤労観及び職業に関する知識や技能を身に付けさせるとともに、自己の個性を理解し、主体的に進

路を選択する能力・態度を育てる教育『キャリア教育』を発達段階に応じて実施する必要があると

している。加えて、高等教育では、学校から社会・職業への移行を見据えたキャリア教育の充実を

目指すことが求められている（中央教育審議会, 2011）。 
大学におけるキャリア教育として、教育課程内でキャリア教育を実施している大学は全体の

97.8％であり、勤労観・職業観の育成を目的とした授業科目の開設が最も多く 86.7％、次いで今後

の将来の設計を目的とした授業科目の開設が 82.7％であった（文部科学省高等教育局, 2021）。広島

大学では、専任教員を置き、教養教育科目として「キャリア教育領域」を設け、「自己理解」と「社

会環境理解」から、キャリアをデザインすることを狙いとした授業を位置づけている（三菱 USJ リ
サーチ＆コンサルティング, 2014）。障害のある学生に、早い段階から多様な職業観に関する情報や

機会の提供を行うこと（文部科学省, 2017）が推奨されているように、低年次段階から、通常のキャ

リア教育に加え、障害に特化した情報や活用できる資源などを伝えていくことが必要と考えられる。 

1.3. 大大学学ににおおけけるる発発達達障障害害ののああるる学学生生へへののキキャャリリアア教教育育のの課課題題 

上述のように、特に発達障害のある学生では、障害者雇用を積極的に選択するケースは少ない。

この背景としては、大学で学んだ専門性や技術を活かした就職、待遇やキャリアアップ、思い描く

生活や自己実現などに関する学生側のさまざまな不安があると考えられる。障害者雇用の形態は多

様で、個々人でメリット、デメリットがあるが、詳細を把握しないままに一般雇用での就職、内定

獲得だけが目的となり、就職後の定着、人生における仕事の位置づけなど多角的な視点でのキャリ
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や講師による客観的視点も意図し、多面的に自己を理解する機会としている。 
過去の経験や実績からの自己理解では、経験の棚卸のためにワークシートを使用する、興味や強

みを確認するためにアセスメントを使用するなど学生が取り組みやすい方法を模索している。肯定

的な自己理解に繋がるエピソードを挙げることが難しい学生も、講師が「高校時代の活動」「受験」

などにおける「挑戦したこと」、「目標を達成したこと」、「継続したこと」などを丁寧に問いかけ、

過去の経験や実績を肯定的な自己理解へと繋げていく。このような働きかけは、想起的自己と概念

的自己とのつながりの脆弱性が指摘される自閉スペクトラム症者にとって、過去の体験や出来事を

振り返り、意味づけする心的作業を支援することとなり(滝吉・田中, 2011)、学生にとって新たな気

付きや自己肯定感をもたらすものとなっている。 
ディスカッション時には講師が評価シートを使用し、「積極的な発言」「傾聴姿勢」などの強みと

ともに、「言葉遣い」「他者の意向確認」など、就職活動時の課題についてもフィードバックを実施

している。このように肯定的自己理解を促すことも重要である一方、適切な振舞い方を学ぶために

課題にも着目している。 

2.1.3 情情報報取取得得及及びび社社会会人人基基礎礎力力のの理理解解とと実実践践 

発達障害のある学生には情報取得の困難さや対人関係の苦手さから就職活動に出遅れることも

多い。また、低年次から就職や就職活動を見通して将来に繋がる取組を進めていくケースも多くは

ない。働き方の多様性を知り、卒業後の就職・キャリア選択を思い描きながら大学生活を送ること

を意図した構成としている。就職活動に関する情報取得では、一般的な流れの共有と共に、障害者

雇用を含めた多様な就労形態や活用可能な支援リソースを案内している。2020 年度からは障害者

雇用の現状を想起しやすいように、企業による講話、2021 年度からはロールモデルとなる社会人と

の座談会などを取り入れている。 
また、社会人基礎力の共有、就職活動において求められるコミュニケーション力、相手の意図が

分からない時の対応、質問の意図を捉えた返答、ディスカッションにおける適切な意見の伝え方、

自分の行動や言動に対する他者視点を学ぶことを目的として、個別面接、集団面接、ディスカッシ

ョンにおいては実践も取り入れている。 

2.1.4 主主体体的的なな進進路路選選択択ののたためめののアアククシショョンンププラランン 

『キャリア形成基礎』での学びを終わらせず、

在学期間中を通して主体的なキャリア選択や希

望する進路に向けた取り組みを維持できるよう

に、最終回にはアクションプランの作成（Fig.2）
を行っている。次段階の具体的な目標として、イ

ンターンシップへの参加、学内講座への参加、進

路・就職相談室の利用などを目標として掲げ、実

践するための具体的な方法を検討する。                           

Fig.2 授業後のアクションプラン 
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2. 本本学学ににおおけけるる発発達達障障害害ののああるる学学生生をを対対象象ととししたたキキャャリリアア教教育育 

2.1. キキャャリリアア形形成成基基礎礎（（障障害害ののああるる学学生生向向けけククララスス）） 

『キャリア形成基礎』は、支援課及び支援室との連携で 2016 年度より開催していた就職支援講

座が教育改革推進本部キャリアサポート部門にて 2020 年度より基幹教育科目の一つとして授業化

されたものである。障害のある低年次生（傾向を含む）を主な対象に講義や実践を通して①自己理

解を深めること、②就職活動に関する情報取得及び社会人基礎力の理解と実践、③主体的な進路選

択のための次段階への接続（アクションプラン作成）を目的とし、学生には、卒業後のキャリア選

択に目を向けていく機会となっている。 

2.1.1 キキャャリリアア形形成成基基礎礎のの構構成成 

授業講師は支援課に所属する就職相談員が務めている。授業受講により、学生が就職相談員と低

年次から繋がりを持つことで、後に就職相談を利用しやすくなり、就職活動におけるキーパーソン

を得ることを意図している。授業は全 8 回で構成されており（Table. 1）、支援室教職員も授業に参

加してシェアリングを行い、授業全般を通して自己やキャリアに関する気付きや理解を深めていく

ことも特徴的である。授業前半はキャリアや就職活動全般に関する知識の修得、自己理解を深める

ことが主なテーマとなり、中盤では、面接マナー、集団討論など就職活動の実践的スキル、終盤で

は企業やロールモデルとなる社会人を招聘し障害者雇用など多様な就労形態を知ることがテーマ

となる。なお、授業全般において、ユニバーサルデザインに配慮しており、授業資料の事前配布、

視認性や具体性に配慮したワークシートの使用などを行っている。 
 

Table. 1 キャリア形成基礎（障害のある学生向けクラス）の概要（2022 年度） 
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2.2.2 就就業業体体験験をを通通ししたた仕仕事事理理解解とと自自己己理理解解 

キャリア選択にあたり、自己理解と共に仕事理解は欠かせない。学生は、就業体験を通して働く

ことや業界、業種、職種、働き方に関する仕事理解を深める。また、就業体験の場における自分の

行動や経験、感情などを通した自己理解から働き方や仕事との適性、合理的配慮の要否などを具体

的に想起することが可能になる。末富ら（2019）は、職場体験を含む「就職活動準備講座」を通し

て発達障害学生における就労準備性を高める支援を検討し、事後面談による一人ひとりの気づきや

学びの言語化の支援により、特性の整理や自己理解を深めることにつながった可能性を指摘してい

る。『サキドリ！！』においても就業体験先（企業等）や学内関係者との事後面談は重要な位置づけ

であり、就業体験で起こった出来事の振り返り、企業からの指摘や助言、言語化を通して自己につ

いての洞察を深める機会、自己を捉え直す機会、就業上での合理的配慮を検討する機会になってい

る。 
就業体験後、自己肯定感の低い学生には就業体験をやり遂げたことや自分自身の強みに対する肯

定的評価が自信となり、自己を捉え直したことで就職への不安が軽減し意欲が高まるケースがある。

自分の得意不得意が曖昧な学生には、就業体験と通じて自己の得意・不得意を再認識し、職場環境

や業務内容を選択すること、苦手さに対する対処策を持つことで一般形式の就職に挑むことを選択

したケースもある。また、企業から「業務遂行上のスキルがあるがコントロールが難しい行動特性

は開示した方が理解が得られやすい」との助言を受けた学生は、自分自身の特性を再認識し、合理

的配慮を含め障害者雇用を検討し、指示待ちの姿勢ではなく、自分からの報告・連絡・相談が必要

との指摘を受けた学生では、合理的配慮としての機会設定を求めることを検討することがあった。

合理的配慮を要望することで、就労における障壁を取り除き、働きやすい環境を整え、自分自身の

得意なスキルを活かせるキャリアを選択していくことは発達障害のある学生にとって重要な選択

肢の一つである。鈴木（2022）は、仕事をする上では給与という対価を受けて戦力となることが求

められる世界であり、合理的配慮を受けることが戦力と繋がること、企業側の配慮によって戦力が

増えることを企業側に示す必要があると指摘している。例えば、高いプログラミング技術を持ち合

わせているが、多岐に渡る業務に優先順位を考慮して取り組むことが苦手などがあれば、業務指示

者が優先順位を考慮して取り組むべき業務を指示することにより、障害のある被雇用者は得意な技

術を用いて企業の戦力となる。合理的配慮を求める場合には、自分自身の特性や就業上の障壁に関

する理解及びこれらに対する対処法や合理的配慮を整理し、何があると自分の力を十分に発揮でき

るのかを適切に伝える必要があり、本取組では、学生が就業体験企業に提出する自己紹介書の作成

において、このプロセスを実践している。 
『サキドリ！！』の就業体験のみで今後のキャリア選択が定まるわけではなく、ここがスタート

であるが『サキドリ！！』は、学生にさまざまな想いや気付きをもたらす。また、学生本人への意

義にとどまらず、支援者側にも「学生の意識や行動に変化を感じる」「支援者としての見通しを持ち

やすくなる」など、多くの気付きをもたらす機会となっている。 
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しかしながら、これらは机上の学びが殆どであり、アクションプランも計画だけで終わるケース

が多くみられる。『キャリア形成基礎』での学びを確実に次段階に繋げること、経験や実践を通して

の学びの機会を提供することが必要である。 

2.2. ササキキドドリリ！！！！イインンタターーンンシシッッププ 

障害のある学生に特化した実践的な経験の場として、企業等と連携した就業体験『サキドリ！！』

を 2017 年度より展開している。学部 3 年次や大学院 1 年次に参加する本格的なインターンシップ

の前段階として、企業に障害に関する情報を伝え、必要な合理的配慮を要望して就業体験に臨むも

のである。就業体験を通じて自己理解や仕事理解を深めること、就業上の合理的配慮の要否や内容

を検討することなどを目的としている。 

2.2.1 ササキキドドリリ！！！！イインンタターーンンシシッッププのの構構成成 

『サキドリ！！』は、事前にガイダンスや準備講座、事前面談を行い、学生が見通しを持ちなが

ら安心して就業体験に臨める環境を整えている（Table. 2）。準備講座では、本学の就職相談員が講

師を務め、自己紹介書や実習企業に関する理解、就業体験時のマナーに寄与するものを展開してい

る。事前面談は、①支援室との合理的配慮に関する面談（学内）、②就職相談員との自己紹介書の確

認や目標設定（学内）、③本人・企業・大学関係者とのオリエンテーションと 3 段階を設定してい

る。事前面談の過程で自己紹介書を準備し、障害による就業上の社会的障壁、学生自身が実施して

いる対処策、合理的配慮に関して企業との面談時に共有している。就業体験後の事後面談も①本人・

企業・大学関係者を含めた面談、②本人と学内関係者のみの面談と２段階を設けて丁寧に振り返り

を行っている。 
 就業体験期間は基本的に 5 日間以上となるように設定しており、現在までに、IT 系、建設系、金

融系、住宅・住設機器系等の企業で延べ 31 名の障害のある学生が就業体験を実施している。 
 

Table. 2  サキドリ！！インターンシップの流れ 
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2.2.2 就就業業体体験験をを通通ししたた仕仕事事理理解解とと自自己己理理解解 

キャリア選択にあたり、自己理解と共に仕事理解は欠かせない。学生は、就業体験を通して働く

ことや業界、業種、職種、働き方に関する仕事理解を深める。また、就業体験の場における自分の

行動や経験、感情などを通した自己理解から働き方や仕事との適性、合理的配慮の要否などを具体

的に想起することが可能になる。末富ら（2019）は、職場体験を含む「就職活動準備講座」を通し

て発達障害学生における就労準備性を高める支援を検討し、事後面談による一人ひとりの気づきや

学びの言語化の支援により、特性の整理や自己理解を深めることにつながった可能性を指摘してい

る。『サキドリ！！』においても就業体験先（企業等）や学内関係者との事後面談は重要な位置づけ

であり、就業体験で起こった出来事の振り返り、企業からの指摘や助言、言語化を通して自己につ

いての洞察を深める機会、自己を捉え直す機会、就業上での合理的配慮を検討する機会になってい

る。 
就業体験後、自己肯定感の低い学生には就業体験をやり遂げたことや自分自身の強みに対する肯

定的評価が自信となり、自己を捉え直したことで就職への不安が軽減し意欲が高まるケースがある。

自分の得意不得意が曖昧な学生には、就業体験と通じて自己の得意・不得意を再認識し、職場環境

や業務内容を選択すること、苦手さに対する対処策を持つことで一般形式の就職に挑むことを選択

したケースもある。また、企業から「業務遂行上のスキルがあるがコントロールが難しい行動特性

は開示した方が理解が得られやすい」との助言を受けた学生は、自分自身の特性を再認識し、合理

的配慮を含め障害者雇用を検討し、指示待ちの姿勢ではなく、自分からの報告・連絡・相談が必要

との指摘を受けた学生では、合理的配慮としての機会設定を求めることを検討することがあった。

合理的配慮を要望することで、就労における障壁を取り除き、働きやすい環境を整え、自分自身の

得意なスキルを活かせるキャリアを選択していくことは発達障害のある学生にとって重要な選択

肢の一つである。鈴木（2022）は、仕事をする上では給与という対価を受けて戦力となることが求

められる世界であり、合理的配慮を受けることが戦力と繋がること、企業側の配慮によって戦力が

増えることを企業側に示す必要があると指摘している。例えば、高いプログラミング技術を持ち合

わせているが、多岐に渡る業務に優先順位を考慮して取り組むことが苦手などがあれば、業務指示

者が優先順位を考慮して取り組むべき業務を指示することにより、障害のある被雇用者は得意な技

術を用いて企業の戦力となる。合理的配慮を求める場合には、自分自身の特性や就業上の障壁に関

する理解及びこれらに対する対処法や合理的配慮を整理し、何があると自分の力を十分に発揮でき

るのかを適切に伝える必要があり、本取組では、学生が就業体験企業に提出する自己紹介書の作成

において、このプロセスを実践している。 
『サキドリ！！』の就業体験のみで今後のキャリア選択が定まるわけではなく、ここがスタート

であるが『サキドリ！！』は、学生にさまざまな想いや気付きをもたらす。また、学生本人への意

義にとどまらず、支援者側にも「学生の意識や行動に変化を感じる」「支援者としての見通しを持ち

やすくなる」など、多くの気付きをもたらす機会となっている。 
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しかしながら、これらは机上の学びが殆どであり、アクションプランも計画だけで終わるケース

が多くみられる。『キャリア形成基礎』での学びを確実に次段階に繋げること、経験や実践を通して

の学びの機会を提供することが必要である。 

2.2. ササキキドドリリ！！！！イインンタターーンンシシッッププ 

障害のある学生に特化した実践的な経験の場として、企業等と連携した就業体験『サキドリ！！』

を 2017 年度より展開している。学部 3 年次や大学院 1 年次に参加する本格的なインターンシップ

の前段階として、企業に障害に関する情報を伝え、必要な合理的配慮を要望して就業体験に臨むも

のである。就業体験を通じて自己理解や仕事理解を深めること、就業上の合理的配慮の要否や内容

を検討することなどを目的としている。 

2.2.1 ササキキドドリリ！！！！イインンタターーンンシシッッププのの構構成成 

『サキドリ！！』は、事前にガイダンスや準備講座、事前面談を行い、学生が見通しを持ちなが

ら安心して就業体験に臨める環境を整えている（Table. 2）。準備講座では、本学の就職相談員が講

師を務め、自己紹介書や実習企業に関する理解、就業体験時のマナーに寄与するものを展開してい

る。事前面談は、①支援室との合理的配慮に関する面談（学内）、②就職相談員との自己紹介書の確

認や目標設定（学内）、③本人・企業・大学関係者とのオリエンテーションと 3 段階を設定してい

る。事前面談の過程で自己紹介書を準備し、障害による就業上の社会的障壁、学生自身が実施して

いる対処策、合理的配慮に関して企業との面談時に共有している。就業体験後の事後面談も①本人・

企業・大学関係者を含めた面談、②本人と学内関係者のみの面談と２段階を設けて丁寧に振り返り

を行っている。 
 就業体験期間は基本的に 5 日間以上となるように設定しており、現在までに、IT 系、建設系、金

融系、住宅・住設機器系等の企業で延べ 31 名の障害のある学生が就業体験を実施している。 
 

Table. 2  サキドリ！！インターンシップの流れ 
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3. 発発達達障障害害ののああるる学学生生へへののキキャャリリアア教教育育ににおおけけるる課課題題 

3.1. 低低年年次次かかららののキキャャリリアア教教育育 

 低年次からキャリア教育を実施する意図として、情報取得に難しさを持つことが多い発達障害の

ある学生の状況を鑑み、早期からキャリアに関する見通しを持ち、納得のいくキャリア選択を促す

目的がある。何も経験しないままでは、自分自身の力を発揮できる環境がどのようなものか、何が

働く上での障壁となるのかなどの理解や整理が難しい。しかし、実際には、低年次からプログラム

に参加している学生は少ない。初年次には、『大学』という新しい環境に慣れること自体の大変さと

共に、履修すべき授業や課題が多く、キャリア教育に割く時間がないという実状がある。支援者も

キャリアプログラムの必要性や有効性を理解していても、積極的に勧めにくい現状がある。一般的

にもキャリア教育の必要性は高まっていることもあり、キャリア教育が初年次から必修として実施

されるなど何らかの枠組みも必要ではないかと考えられる。 
また、本学でのキャリア教育が発達障害のある学生にとってどのような意味をもたらすかを検証

することも重要である。卒業 5 年後、10 年後の卒業・修了生から支援に関するフィードバックを得

ることが可能となれば、学生にとってより有用な教育機会を提供できるようになると考えられる。 

3.2. 継継続続性性ののああるる支支援援とと有有機機的的連連携携 

キャリアプログラムに参加した学生は、参加直後にはキャリア選択、就職に対するモチベーショ

ンが高まる。特に『サキドリ！！』参加直後の学生は、達成感に溢れ、顔つきが一変していること

が多い。「次のインターンシップに挑戦する」「就職活動のために就職相談室を利用する」など就職

に対して積極的な姿勢がみられる。学生の自己肯定感は揺れやすいこともあり、支援者にはこの機

を捉えて継続性のある支援を行うことが求められる。  
発達障害のある学生には、学生相談室や支援室など、学内の何らかの支援部署と繋がりを持って

いるケースが少なくない。相談室や支援室での面談も学生が自己理解を深めていく重要な場であり、

キャリア教育と繋がる場である。労働政策研究・研修機構（2015）が実施した『大学キャリアセン

ターにおける就職困難学生支援の実態―ヒアリング調査による検討―』では、来室学生の「多様性」

へ対応するために、センター単独では限界があるため、支援を必要とする学生が確実に来室し、キ

ャリアセンターの支援スキームにきちんとつながるような仕組み作りと、専門性を持つ人材や部署

等との緊密な連携が必要であると報告している。逆も同様であり、キャリア支援部署、学生支援部

署との協働が重要である。当該学生の了承を得て、情報の共有範囲に留意することが求められるが、

面談での支援者が学生を就職相談に再接続させていくなど、学生に関わる関係者が適宜、双方向に

連携して学生を支援していくことが重要である。 

4. おおわわりりにに 

発達障害のある学生に対する本学でのキャリア教育を振返り、支援者としての立場からポイント

と課題を整理した。どのようなキャリア選択が適切であるかは誰にも分からない。本学でのキャリ

ア教育は発達障害のある学生が障害者雇用の枠組みで働くことを推奨するものでもない。専門性や
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強みを活かして一般雇用の枠組みで内定を得ていく学生もいる。一方、就職活動に苦慮する学生、

就職が決まらずに最終段階で障害者雇用や支援機関の利用を検討する学生もいる。納得したキャリ

ア選択を行うためにこうした段階が必要な学生もいるが、障害者雇用を含むさまざまな選択肢に対

する適切な情報を得て納得のいくキャリア選択が行えるように、社会移行後、学生が困った際に必

要な支援リソースにアクセスできるようにしておくことが必要である。 
尚、障害者雇用が積極的に検討されない理由として、学生が自分の興味のある仕事ができる、自

分自身の力を十分に発揮できると思える求人が少ないことも一因である。近年、発達障害のある学

生の得意なスキルに特化した求人も見られるようになってきたが数は少なく、企業側の雇用実績が

ないことも要因として考えられる。大学は就業体験を通して、企業側の発達障害のある学生に対す

る理解や対応を共有し、ダイバーシティにおける積極的な戦力（山田, 2020）として認識されるよ

うに啓発していくことも求められる。 
 

倫倫理理的的配配慮慮 

 本稿で掲載する内容には個人情報を含まない、抽象化した記載とするなどの倫理的配慮を行った。 
 

謝謝辞辞 
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面談での支援者が学生を就職相談に再接続させていくなど、学生に関わる関係者が適宜、双方向に

連携して学生を支援していくことが重要である。 

4. おおわわりりにに 

発達障害のある学生に対する本学でのキャリア教育を振返り、支援者としての立場からポイント

と課題を整理した。どのようなキャリア選択が適切であるかは誰にも分からない。本学でのキャリ
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